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平成20年３月31日訓令第13号 

六ヶ所村最低制限価格制度運用規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、最低制限価格制度の運用について、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、「最低制限価格制度」とは、競争入札による建設工事（建設業法（昭和

24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。以下同じ。）の締結に際し、地方自治

法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の10第２項（第167条の13の規定

により準用する場合を含む。）の規定に基づき、競争入札に当たって最低制限価格（予定価格の制

限の範囲内で落札価格の最低限度の基準として設定する価格をいう。以下同じ。）を設定し、落札

者を決定する制度をいう。 

（対象となる競争入札） 

第３条 最低制限価格制度の実施の対象は、村が発注する建設工事の請負契約に係る競争入札で、請

負工事設計額が200万円を超え、5,000万円未満のものとする。 

（最低制限価格の設定） 

第４条 最低制限価格は、請負工事設計額の概ね10分の7.5から10分の9.2の範囲とする。この場合に

おいて、1,000円未満の端数は切り捨てるものとする。 

（落札者の決定） 

第５条 最低制限価格を下回る価格による申込みが行われた場合は、当該申込みをした者を落札者と

しないものとし、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって申込みをした

者のうち、最低の価格をもって申込みをした者を落札者とする。 

（最低制限価格の周知） 

第６条 最低制限価格を設定したときは、当該競争入札に参加しようとするものに対し、当該競争入

札に関し最低制限価格が設定されていることを周知する。 

（最低制限価格制度の対象外） 

第７条 最低制限価格の設定が不適切と認められる場合は、最低制限価格を設定しないことができる。 

附 則 

この訓令は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日訓令第４号） 

この規程は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年４月26日訓令第22号） 

この訓令は、平成31年５月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月31日訓令第12号） 

この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 


